
平成２８年度地域材利用拡大緊急対策事業
「広葉樹材の活用によるしいたけ生産支援対策」に係る公募要領
１．事業の趣旨

　　戦後造成した人工林が本格的利用期を迎える中、山村に広がる豊富な森林資源を循環利用し、林業の成長産業化を実現するためには地域材の需要拡大を図ることが課題となっています。
　　このうち、原木しいたけ生産などに供されるクヌギ、コナラ等の広葉樹材については、最近における原木しいたけ（生、乾）の需要の低迷等によりその利用が減少傾向にあります。このことにより、本来きのこ用の原木林等として保持･育成されてきた里山林等の手入れ不足等を招いているばかりでなく、大径材化等が進行し、将来的な利用の面で憂慮される事態となっています。
　　このため、地域材のひとつとして原木しいたけなどの生産に供される広葉樹材の活用を積極的に推進する観点から、生産者団体等が行う原木しいたけの生産性向上に向けた取組等に対し支援措置を講ずることとし、以下のような内容の事業を実施します。
２．公募内容

（１）公募する事業内容

　　しいたけ需要の低迷及び原木価格の高騰などによる植菌量の減少に伴い、広葉樹材の活用が減少していることから、生産資材の導入経費に支援し、広葉樹材の活用を促進します。　

また、生産者への説明会及び現地検討会等にかかる経費に対して支援します。
　　ア．原木しいたけの生産性向上に向けた取組

　　（ア）平成２９年度において、地域に合った栽培管理を行いつつ植菌本数を増加させる場合に、原木・種駒の導入に助成。（助成対象は、平成２５年以降の基準となる植菌本数注）に対して、平成２９年度の植菌本数が増加する分に限る。）
注）毎年、ほぼ一定本数の植菌を行っていた場合は、平成２５年以降で最小となった本数、各年で植菌本数のバラツキがある場合は、平成２５年以降で３か年程度の平均が最小となる本数。

　　（イ）平成２９年度において、地域に合った栽培管理を行いつつ新たに原木しいたけ生産を始める場合に、原木・種駒の導入に助成（次年度以降も継続生産する意思がある者に限る。助成対象は当該対象分に限る。）。
　　イ．上記アを実施する場合の説明会や現地検討会など　　
（２）応募資格者

本事業に応募できる者は、本事業に取り組む者が5名以上である生産者団体等（森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人、林業者の組織する団体、地方公共団体等の出資する法人及び民間団体）とし、事業実施主体として以下の全ての要件を満たすものとします。

　なお、民間団体については、公益的観点からしいたけ栽培技術の普及を事業目的とした民間団体であり、原木しいたけの品質向上に向けた取組を事業対象とし、その取組成果を広く普及する団体とする。
ア．本事業の目的・主旨を十分理解していること。
イ．本事業を行う意思及び具体的計画を有し、並びに（１）に定める事業内容を的確に実施できる能力を有すること。
ウ．本事業に係る経理及びその他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有すること（定款、寄附行為、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書等を備えていること。）。
エ．原木しいたけの生産に関する知見を有すること。
オ．本事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。
カ．本事業において知り得た情報の秘密の保持を徹底すること。
（３）助成対象経費の範囲

助成の対象となる経費については、本事業の実施に直接必要な経費のうち以下の経費とします（技術者給、賃金、委託費、飲食費及び公共交通機関以外の交通費は対象外とします）。
公募に当たっては、本事業の実施に必要となる額を算出していただきますが、実際に交付される助成金の額は、公募に記載された事業内容等の審査の結果等に基づき決定されることとなりますので、ご承知おき下さい。
また、所要額については千円単位で計上してください。

ア．生産資材導入費

　　原木･種駒の導入に必要な経費です。

イ．取組の実施に係る説明会や現地検討会等の開催経費
（ア）謝金
「謝金」とは、本事業を実施するために追加的に必要となる企画、講習会、専門的知識の提供、資料整理、補助、資料の収集等について協力を得た人に対する謝礼に必要な経費です。
単価については、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき単価を設定することとします。
なお、事業実施主体に対し謝金を支払うことはできません。
（イ）旅費
「旅費｣とは、本事業を実施するために追加的に必要となる事業実施主体が行う資料収集、各種調査、検討会、指導、講師派遣、打合せ、普及啓発活動、委員会等の実施に必要な経費です。
（ウ）需用費
「需用費」とは、本事業を実施するために追加的に必要となる消耗品費、印刷製本費、光熱費等の経費です。
ただし、通常の団体運営に伴って発生する事務所の光熱水費その他の経費は除きます。
①消耗品費
「消耗品費」とは、本事業を実施するために必要となる文献、書籍、原材料、消耗品、消耗器材、各種事務用品等の調達に必要な経費です。
②印刷製本費
「印刷製本費」とは、本事業を実施するために必要となる資料、文書、図面、パンフレット等の印刷に必要な経費です。
   　 ③光熱水費
   　　「光熱水費」とは、本事業を実施するために必要となる電気、水道等の使用料を支払うために必要な経費です。
（エ）役務費
「役務費」とは、本事業を実施するための、それだけでは本事業の成果とは成り得ない器具機械等の各種保守、設計、分析、試験、加工等を専ら行うために追加的に必要となる人的サービス等に対して支払う経費であり、原稿料、通信運搬費等の経費です。
①原稿料
「原稿料」とは、本事業を実施するために必要となる情報をとりまとめた報告書等の執筆者に対して、実働に応じた対価を支払う経費です。
②通信運搬費
「通信運搬費」とは、本事業を実施するために必要となる郵便料、電話料及び、データ通信料、諸物品の運賃等の支払に必要な経費です。ただし、事務所の電話料、データ通信料等の通常の団体運営にともなって発生する経費は含まれません。
（オ）使用料及び賃借料
「使用料及び賃借料」とは、本事業を実施するために追加的に必要となる車両、器具機械、会場等の借上げに必要な経費です。
ただし、通常の団体運営に伴って発生する事務所の経費は除きます。
（４）提案できない経費

本事業の実施に必要な経費であっても、以下の経費は提案することができません。

ア.不動産取得に関する経費
イ.事業の実施に関連のない経費
（５）助成金の額、補助率
公募のあった金額については以下のとおり助成しますが、要望額の合計が予算総額を上回る場合には要望額を減額する場合があるほか、助成対象経費等の精査により減額することもあります。また、本事業で収益を得る場合には、当該収益分に相当する金額の返還が必要となる場合がありますので御留意ください。
　ア．原木しいたけの生産性や品質向上に係る生産資材（原木及び種駒）の導入については、以下の額を助成します。

　　　　原木の導入については、流通しているものを導入する際は導入価格に１／２を乗じた価格以下とし、１本当たり100円を上限とします。立木購入の際は１本当たり65円を上限とします。自らが所有している山林から原木を調達する際は1本当たり56円を上限とします。

種駒の導入については、導入価格に１／２を乗じた価格以下とし、１駒当たり１円を上限とします。オガ菌を使用する場合は、植菌1穴（駒）当たりの価格に換算して計算してください。
注）原木の調達方法（購入、立木、自伐）ごとに助成単価が異なることから、2-(1)-ｱ-(ｱ)の増加分の算出に当たって、原木全体の本数が増加したものの何れかの調達方法による本数が減少している場合は、全体の増加本数を増加した調達方法ごとの増加本数によって按分し、これにそれぞれの単価を掛けて助成金額を算出する（表の「按分後数量」の欄）。
イ．生産者団体等が行う生産性向上に向けた取組を行うための説明会や現地検討会等は、助成金の額の範囲内で事業の実施に必要となる経費の定額を助成します。

（６）事業実施期間

　　事業実施期間は、助成金の交付決定の日から平成30年3月9日までとします。
３．公募書類の作成等

以下の書類を原則としてワープロで作成してください。
（１）本事業に係る事業計画提案書（別記様式第１号）
（２）提出者の概要（団体概要等）が分かる資料
４．事業計画提案書等の提出時期等

（１）公示期間：平成29年10月16日（月）から平成29年11月10日（金）17時まで
（２）提出期限：平成29年11月10日（金）17時まで（必着）
 　　 (注) 郵送の場合には、封筒に「地域材利用拡大緊急対策事業･事業計画提案書在中」と記載してください。
（３）事業計画提案書等の提出場所及び事業の内容・作成等に関する問合せ先
　 〒101－0047　東京都千代田区内神田１－３－５広栄ビル

　　日本特用林産振興会（担当）古屋、大野

　　ＴＥＬ：03－3293－1197　ＦＡＸ：03－3293－1195

　　Ｅ－mail：t.furuya@nittokusin.jp またはm-ohno@nittokusin.jp
（４）提出部数
ア．事業計画提案書　　　　　　　        　　　　10部
イ．提出者の概要（団体概要等）が分かる資料　　　２部
（５）提出に当たっての注意事項
ア．提出した事業計画提案書等は、返却いたしません。
イ．提出した事業計画提案書等は、変更又は取消しができません。
ウ．事業計画提案書等は、提出者に無断で使用しません。
エ．事業計画提案書等に虚偽の記載をした場合は、無効とします。
オ．公募要件を有しない者が提出した事業計画提案書等は無効とします。
カ．事業計画提案書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。
５．助成金交付候補者の選定について

（１）審査方法
提出された事業計画提案書等について、外部の有識者を交えた審査委員会による審査を行った上で、事業計画提案書等を提出した者の中から、事業実施主体となり得る候補（以下「補助金交付候補者」という。）を特定します。

ただし、審査の公平性、中立性の確保の観点から、委員の審査業務については以下の制限を行います。

ア．委員は提案を行うことはできません。

イ．委員は、委員本人と関係を有する団体等が行った提案を審査する場合、当該審査に係わることはできません。

なお、委員会の議事録については非公開とし、審査に関する問合せには応じられませんので、あらかじめご了承下さい。

（２）審査の観点
事業内容及び実施方法、事業の効果、事業実施主体の適格性などについて審査します。
なお、事業計画提案書等の提出から過去３年以内に、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第17条第１項又は第２項に基づき交付決定の取消しがあった助成事業において、当該取消しの原因となる行為を行った補助事業者等又は間接補助事業者等については、本事業に係る事業実施主体の適格性の審査においてその事実を考慮するものとします。

（３）審査結果の通知等
　　　選定審査委員会の審査結果報告に基づき、助成金交付候補者として特定した者に対してはその旨を、それ以外の公募申請者に対しては候補とならなかった旨をそれぞれ通知します。また、助成金交付候補者の氏名又は名称は、公開します。
６．事業の実施及び助成金の交付に必要な手続き等

本事業の採択決定後、速やかに本事業の実施及び助成金の交付に必要な手続を行ってください。
また、事業完了後、実績報告書に必要な書類を添付して、事業完了の日から１か月以内又は平成30年3月9日（金）のいずれか早い日までに提出していただくこととします。
７．助成金交付決定者に係る責務等

助成金の交付を受けた事業実施主体は、事業の実施及び交付される助成金の執行に当たって、以下の条件を守らなければなりません。
（１）事業の推進
事業実施主体は、事業全体の進行管理、事業成果の公表等、事業の推進全般についての責任を持たなければなりません。特に、助成金交付申請書(採択決定後、助成金の交付を受けるために提出することとなっている申請書)の作成、計画変更に伴う各種承認申請書の提出、定期的な報告書の提出等については、適時適切に行う必要があります。
（２）助成金の経理管理
事業実施主体は、交付を受けた助成金の経理管理に当たっては、補助金等に係る予
算の執行の適正化に関する法律に基づき、適正に執行する必要があります。
事業実施主体は、助成事業の実施に当たっては、本事業と他の事業の経理を区分し、
助成金の経理を明確にする必要があります。

（３）知的財産権の帰属等
この事業により得られた知的財産権(特許権、実用新案権、意匠権、プログラム及び
データベースに係る著作権等権利化された無体財産権及びノウハウ等)は、事業実施主
体に帰属します。

（４）事業成果等の報告
本事業により得られた事業成果及び交付を受けた助成金の使用結果については、本
事業終了後に必要な報告を行わなければなりません。また、事業終了後の翌年度以降3
年間については助成を受けた原木の現況等について、（別紙）によりそれぞれの年度
末における現況等を翌年度の6月末まで報告しなければなりません。なお、当会は、
報告のあった成果を無償で活用できるほか、事業実施主体等の承諾を得て公表できる
ものとします。
８．助成事業の承認の取り消し及び助成金の返還

　　本会は、事業実施主体が行う助成事業について適切な事業の実施が図られていないと認
めた場合、または虚偽の報告等が明らかになった場合は、承認した助成事業の一部または
全部を取り消すとともに、交付した助成金の返還を求めることができるものとします。
（別紙）
（公募要領の７．助成金交付決定者に係る責務等の（４）事業成果等の報告）
平成　　年度広葉樹材の活用によるしいたけ生産支援対策事業現況報告書
           　　
平成　年　月　日
日本特用林産振興会会長　殿
所在地
団体名　　
代表者名　　　　　　　　印
「平成２８年度地域材利用拡大緊急対策事業（広葉樹材の活用によるしいたけ生産支援対策）に係る公募要領」の７の（４）の規定に基づき、助成を受けた原木等の現況について下記のとおり報告します。
記
１．助成を受けた原木等の現況
（3月末現在の現況等を具体的に記載して下さい（仮付せの状態か、収穫対象となっているのか等及びその数量、病害虫その他災害等により毀損した状況及びその数量等）。また、現地の状況がわかるように写真等を添付して下さい。）
２．取組の成果等
（取組を行ったことによる成果について具体的に記載して下さい。）

　

３．その他

（特に、留意する点等があれば適宜記載して下さい。）

